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はじめに
　第一次大戦前後の時期は、戦前日本資本主義の展開過程を鳥瞼した場合、きわめてドラスティック
な時期であったといえる。とりわけ、生産力の発展と輸出量の急上昇にみられる経済規模全体の拡大
と同時に、新たに独占の形成が看取されるようになる。それに対応して商工業政策も多面的展開がみ
られるのであるが、本稿で課題とする同業者組織化政策も、この時期に本格化する中小工業政策と密
接な関連を有している。別の機会に、1900（明治33）年に公布された重要物産同業組合法が、在来産
業あるいは消費資料原料や消費資料の生産分野の諸産業の小経営を、輸出産業の担い手として動員し
てゆく経済体制づくりに寄与するものであったことを述べておいた1）。ここでは、そのような役割を
担っていた当該政策が、この時期の経済構造の変化に、どのように対応していったのか、そしてまた
政策上どのような位置づけを与えられることになったのかを検討したい。
　ところで、その検討を行なうにあたって、あらかじめ独占資本をいかなるものと規定し、その成立
の時期をどの時点に置くか、というきわめて重要な問題がある。石井寛治氏の整理に従うと、国家独
占を基軸とした論理構成か、私的独占を基軸とした論理構成か、さらに両者の統一的把握による論理
構成かによって大きく見解を異にするようである。それに関連して独占の成立、確立期も、1910年代
末に置くか、20年代に置くかというように異なっている2）。本稿では前述のごとく独占資本の成立、
確立それ自体を課題としていないが、論旨に密接な関連をもっている紡績部門における独占資本の確
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立については、さしあたり高村直助氏の分析に依拠して、1910年代末に時期を設定しながら検討して
いきたい3）。
1　第一次大戦と工場制工業の発展
　ここでは、第一次世界大戦前後から1920年代半ばを対象として、日本資本主義の生産力的基盤の変
化を確認しつつ、同業組合が普及した産業領域が、産業構造中のいかなる位置を占めることになった
のかを検討しておこう。
　1900（明治33）年公布の重要物産同業組合法による同業組合は、蚕糸業、織物業、米穀業、木炭製
造・販売業、窯業、あるいは燐寸、洋傘、玩具の製造・販売業など、多岐にわたって普及したが、概
して在来産業、農家副業、明治中期以降都市で形成された雑貨産業などの領域に広がっている。こと
に蚕糸業、織物業関係の組合数が多いのであるが（図1）、これらの領域は、日本資本主義の再生産
構造における「生産旋回の基調」を形成する産業領域であり、かつまた問屋制度的家内工業を広範に
内包する領域でもあった4）。
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一18一
図2　貨物輸出入総価額の推移（『日本貿易精覧』の数値を使用）
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　まずこの時期における市場拡大状況を確認しておこう。第2図から明らかなように、第一次大戦が
始まると、貿易は急激な勢いで増大し、輸出入価額合計は1920（大正9）年には1914（大正3）年の
3．6倍に達した。いうまでもなくこれは、ヨーロッパ先進諸国の輸出が激減したことと、アメリカ合
衆国が顕著な経済的発展を続けたためである。比率でみた場合品昌別では綿織物、汽船の伸びが著し
いほか5）、量的には相変わらず生糸がトップであった（第1表参照）。次に、工業生産高の発展状況を
みておこう。第2表は1909年から1929年にかけての工場生産価額の推移を示したものである。それに
よると生産価額総計は、1909年→1914年が1．7倍、1914年→1919年が5．0倍、1919年→1924年が0．9倍、
1924年→1929年が1．2倍となっており、やはり第一次大戦期の生産上昇がいかに顕著であったかを示
している6）。そのうち金属、機械器具の1914年→1919年のヒ昇は実に6．9倍となっており、重工業がこ
の時期に大成長を遂げたことを理解しうる。しかし量的には紡織工業生産価額が相変わらず50％前後
を占めており、第1部門の脆弱性は否定しがたい。さらに紡織工業のうち紡織、製糸、織物を対比し
た場合、織物業の発展が著しいことがわかる。そこで、織物業をさらに分類して、絹・綿・絹綿交織
物の生産価額を対比した場合（第3表）、1909年には綿織物が絹織物を凌駕し、1912年には絹織物と
絹綿交織物合計をも超えて伸びていることがわかる。かくて、織物業の全体的な生産上昇に加えて、
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第1表　主要繊維製品の対生産価額および対輸出総価額比率の推移
生
?
綿
?
織 物 絹織物 （含絹綿交織物） 綿　織 物?
? ? C ?
?
C ?
?
C α
?
C ?
?
C
明治
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
1894（27）39，353，15663．634．8 955，5303．9 0．8 16，338，01622．914．4 8，489，03220．・8 7．5 1，861，2026．9 1．6
97（30） 55，630，46068．034．1 13，490，19725．7 8．3 17，701，22214．510．9 9β52，90813．1 6．0 2，512，375．9 1．5
1900（33）44，657，02949．821．8 20，589，26330．910．1 31，361，97617．615．3 18，603，65917．3 9．1 5，723，6779．3 2．8
03（36） 74，428，90769．425．7 31，418，61437．710．9 42，065，47930．414．5 29，166，34236．610．1 6，875，30713．4 2．4
06（39）110，442，800．726．1 35，303，52627．8 8．3 63，365，13628．515．0 35，679，42731．3 8．4 15，619，19818．1 3．7
09（42）123，760，22686．130．0 31，656，77024．8 7．7 57，184，37022．013．8 28，923，55423．2 7．0 16，672，98615．2 4．3
大正
12（1） 149，852，7098 ．928．4 53，680，74625．010．2 71，215，84521．1 13．5 30，100，97920．4 5．7 25，766，39516．9 4．9
15（4） 151，773，82971．821．4 66，211，00730．9 9．3 113，926，12230．016．1 43，219，44729．0 6．1 38，511，42321．1 5．4
18（7）369，035，54270．118．8158，300，01919．5 8．1 408，650，46834．420．8117，532，82126．2 6．0 237，913，12338．112．1
21（10）416，893，13570．033．3 80，568，00216．6 6．4 316，451，99421．525．3 89，935，95214．6 7．2 204，673，3790．816．3
24（13）683，286，8481．637．8109，610，00014．7 6．1 480，824，74731．426．6125，840，42224．3 7．0 326，587，4843：818．1
昭和
27（2）741，227，84592．837．2 38，794，4084．6 1．9 555，819，45838．227．9139，615，2069．7 7．0 383，836，63652．919．3
・αは輸出価額，bは対生産価額比，　cは対貨物輸出総価額比。
・輸出価額は「日本貿易精覧」の数値（織物輸出価額は布吊及同製品の類計値）を，生産価額は「日本経済統計総観」および『農商務
統計表』『商工省統計表』（後二者は綿糸生産数量の算li9の数値を使用したが，1894，97年の生糸の生産価額，綿糸の生産価額（全
年）は不明のため当該δ項は数量対比の磧である。
第2表　産業別工場生産価額の推移
産　　業 1909（明治42）年 ? 1914（大正3）年 ? 1919（大正8）年 ? 1924（大正13）年 ? 1929（昭和4）年 ?
? ? ? ? ?
金属、機械器具 73，992，729．3 177，769，9163．01，229，455，72418．0 826，054，12812．91，371，667，20618．5
化　　　　学 84，468，14810．6 170，532，44812．4 722，511，40410．6 724，175，818lL31，026，835，1733．8
ガス・電気 記載なし 25，251，7961．8 66，649，1691．0 106，620，3171．7 記載なし
紡　　　　織 393，623，42649．6 625，525，70545．63，354，265，9934 ．12，930，330，24745．93，043，219，4741．0
．一■一・幽「「，胴，¶「「－P一一一 一一一一一一冒一匿一幽一「冒一P曾曹甲 一一一．一一一．一 一置一一一一一．匿冒－・・9冒一一，一 F一一一．－－－冒 匿・匿冒一曾一響，一一一一一一一．一一－ 噛，■9曹9曽一 ．一，一一一一匿一－■齢「9曹一一，一 一F一匿一■一・一 匿冒一噛幽■一匿冒一匿曽匿曾．・曽冒． 一響，．一，一一一
紡　績 130，659，07716．5 213，514，81615．6 865，326，46312．7 787，450，47612．3 872ち067，87911．8
製　糸 111，561，34314．0 166，334，5102．1 845，402，64812．4 801，260，95112．5 843，227，12511．4
織　物 133，091，02516．8 212，155，27015．51，375，533，79620．11，143，517，62717．91，125，394，08215．2
総計（含他産業） 794，172，1500 ．01，370，730，339100．06，832，032，254100．06，387，225，635ioO．07，415，192，105100．0
・1909，1929年ガス・電気の生産価額が不明のため，両年の統計はそれを除いた合計である。
・産業別分類および各年の数値は，塩澤君夫他編『日本資本主義再生産構造統計」（1973，岩波書店）に従った。ただし，1，ll部門別
に集計してあるものは合計数値とした。
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第3表織物生産価額の推移
年【 絹　織 物1 絹綿交織物 綿　織 物 擁物合計（含そ の他）
明治
? ? ? ? ? ? ? ％
1894（27）32，552，94145．6 8，247，1161．6 27，167，56838．1 71，365，21800．0
97（30） 63，678，77452．0 11，725，0309．6 42，253，34734．5 122，481，982100．0
1900（33）84，055，86047．2 23，631，21313．3 61，326，38234．4 178，234，498100．0
03（36） 65，318，77447．2 14，460，69110．5 51，326，48537．1 138，286，873100．0
06（39） 93，606，29542．1 20，253，9569．1 86，474，21738．9 222，549，995100．0
09（42） 100，234，19138．6 24，184，8499．3 116，412，15244．8 259，682，143100．0
大正
12（1） 117，426，28634．8 29，842，0328．9 152，747，69445．3 337，197，152100．0
15（4） 121，686，74532．0 27，407，4207．2 182，384，22348．0 380，128，122100．0
18（7） 377，898，66131．8 71，137，4106．0 624，216，44752．5 1，189，271，699100．0
21（10） 503，163，99734．1 112，390，0877．6 663，488，51045．0 1，474，163，002100．0
24（13） 425，724，10827．8 91，533，6406．0 745，828，11148．7 1，531，456，976100．0
昭和
27（2） 411，103，96428．3 58，304，847．0 725，389，32649．9 1，454，586，036100．0
各年次『農商務統計表』及び『商工省統計表』の数値を使用。
第4表紡績会社兼営織布工場の原料綿糸使用高
年la鵬奮工場1・国内騒高・／・
　　明治
1903（36）
　06（39）
　09（42）
　　大正
　12（1）
　15（4）
　18（7）
　21（10）
　24（13）
　　　ポソド
20，771，345
40，702，848
57，388，586
93，562，721
124，632，631
160，301，569
179，427，501
241，319，095
　　　ポソド
202，978，319
2 3，277，955
307，440，789
421，824，920
487，498，538
68，927，269
580，796，321
625，799，763
　％
10．2
14．4
1 ．7
2 ．2
25．6
4．0
0．9
38．6
・国内需要高は、国内綿糸製造高＋綿糸輸入高一
綿糸輸出高によって算出（各年次『農商務統計
表』、『商工省統計表』の数値を使用したが、一
貫＝8．267ポンド、一斤＝1．322ポンド、一担＝
133．333ポソドとして担算）。
・兼営織布工場使用高は、「紡績会社兼営織布工
場生産高表」（『日本経済統計総観』940頁）の原
糸使用高を用いた。
綿織物業の発展の著しいことを把握しうるのであ
る。ところで、このような上昇の担い手はいかな
る経営規模層であろうか。織物業の場合、概して
中小工場もしくは問屋制度的家内工業であった。
しかし、綿織物業においては、大紡績資本が広幅
綿布生産を明治中期より開始しており、その増大
を無視することはできない。このことを第4表で
確認しておこう。兼営織布工場の綿布生産高と国
内綿布総生産高を対比する適当な資料を見出しえ
なかったので、原料綿糸使用高によって対比して
おく。それによると1900年代10パーセソト台→10
年代20パーセソト台→20年代30パーセント台とな
っており、やはり急速な生産高の上昇を確認しう
るのである。ただし、それにしても綿織物生産増
大のかなりの割合を、小規模経営が担っていたことには変わりがないといえよう。
　次に、このような生産価額上昇を創出した背景を検討しておこう。まず最初に「工場」7）数および職
工数の推移と分布をみておこう。第5表は1894－1929年の「工場」数を示したものである。1904年以
前と1905年以降の数値では調査対象が異なっているので（備考欄参照）、そのまま比較するのはむず
かしいが、ある程度、傾向を知りうるであろう。第6表は同期の職工数を示しているが、やはり同様
の難点を持っている。工場総数は、1914－1919年の時期と1924－1929年の時期に1万以上の増大を示
しており、2段階で増大している。染織工場数も同時期に増加してはいるが、さほど多くはないこと
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第5表工場数の推移
?
工場総数 染織工場数 製糸工場数 紡績工場数 織物工場数 絹織物工場数 綿織物工場数
　　　　明治
P894（27）5，985
　　　％
P00．03，479
　　％
T8．1 2，391
　　％
R9．9 91
　％
P．5 657
　　％
P1．0
261
???
289 　％S．8
1899（32）6，699100．03，82557．1 2，21733．1 126 1．9 1，20518．0
599
W0
8．9
P．2
325 4．9
1904！37）9，234100．04，81752．2 2，46526．7 197 2．1 2，03922．1 1，148@　68
12．4
O．7
625 6．8
1909（42）32，228100．014，75345．8 3，72011．5 143 0．4 8，43626．2 4，193@　530
13．0
P．6 3，56811．1
　　　　　大正
P914（3）31，717100．013，24941．8 3，40010．7 133 0．4 6，76921．3 2，713@　450
8．6
P．4 3，43810．8
1919（8）43，949100．017，9540．9 3，5118．0 370 0．8 10，16523．1 5，10011．6 4，54310．3
1924（13）48，394100．017，3835．9 3，2366．7 2780．6 9，57519．8 4，0868．4 4，88310．1
　　　　　昭和
P929（4）59，887100．019，70632．9 4，0206．7 375 0．6 10，43417．4 3，594@　537
6．0
O．9 4，6297．7
・1924年より染織工場数は紡織工場数の数値を使用。
・1894・1899年の染織工場数は「農商務統計表」の製糸，綿織物及其他ノ織物，絹織物，殴通，綿糸紡績其他同種類，綿才・ル，製綿及
綿打，毛織物，麻織染物，晒布，刺繍、布艶出シ，手r［1，莫大小，1904年は同「統計表』の繊維工場数。
・1904年紡績工場数は絹・綿・麻糸紡績工場数であるが，撚糸工場が含まれている。
・絹織物工場数中，」：段が絹織物の，下段が絹綿交織物の工場，ただし1919，24年は合計数値。
・1894～1904年は第11，16，21次「農商務統計表」の数値を，1909～1929年はその年度の『工場統計表』の数値を使用，それ故，1904
年までは職工ないし従弟10人以上使用工場が，1909年以降は5人以」二使用工場が対象とされているためかなりの不整合がある。
から、重化学工業関係の工場数の増加がこの時期（とくに20年代後半）に著しかったと推断しうる。
染織関係の工場では、製糸、紡績工場が比較的増減幅が狭いのに対し、織物工場は広い。ことに1914
－19年の時期の織物生産価額の急増を想起した時、同時期の織物工場数の急増とまさしく一致してい
る。同じく同時期における生産価額との対照では、紡績業においては、他産業と比較してかなり寡占
化が進んでいるにもかかわらず8）、3倍近い工場数の増加があり、織物業と同様である。それに対し
て、製糸業の方はそれほど工場数は伸びていないが、後にみるように比較的大規模の工場が増加する
ことによって、生産価額の著増をもたらしているのである9）。ちなみに職工数については、1914年一
19年の時期には、L6倍になっており、生産の拡大と一致している。また染織職工数は、年々かなり
増加しているにもかかわらず、比率では低下していっている。その意味では、他産業の職工数の増加
が著しいのである。
　このような生産価額、工場数、職工数の急増を確認した上で、工場規模別の展開動向を分析してお
こう。第7表によると、工場全体では、明治末期から一貫して10人未満工場が全工場の50パーセント
前後を占め、30人未満工場までを合わせると、実に80パーセントをこのような小規模工場が占めてい
るのである。その反対に1，000人以上の大工場は0．5パーセント以下であり、500人以上にまで枠を広
げても1パーセソト前後であった。しかし、職工数でみた場合、大きく趣を異にしている。大正期に
は10人未満の工場の職工数が10パーセントに満たないのに対し、かのひとにぎりの1，000人以上工場
の合計が17～27パーセントを占めており、著しい格差が存在しているのである。それでは、同業組合
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第6表職工数の推移
（単位：人）
a　職　　工　　総　　数 b　染織業 c　製糸業 d　紡績業 e　織物業 f　絹織物業 9　綿織物業
? ? ? 計 　　　％＝^a
　　％
a^a
　　％
b／a
　　％
п^a
　　％
?^a
　　％
?^a
　　％
X／a
　　　　　明治
P894（27） 一 一 一 一 一 一 一 一 35，053｝ 943，591一 一 一 一 『
1899（32） 151，266 256，763 408，029100．0250，31361．3 4，3501．1 80，29819．7 42，00710．3 13，756T，525
3．4
P．4 12，3693．0
1904（37） 207，951 318，264 526，215100．0278，89053．0 135，65225．7 68，88313．1 70，24513．3 31，580Q，420
6．0
O．5 23，4034．4
1909（42） 307，139 493，498 800，637100．0486，50860．8 191，56123．9 103，10912．9 155，24619．4 59，574V，753
7．4
P．0 71，7599．0
　　　　大正
P914（3） 383，957 564，308 948，265100．0567，58759．9 224，28723．7 124，63713．1 159，60616．8 45，649U，468
4．8
O．7 88，6629．3
1919（8） 706，074i741，193）
814，392
i870，797）
1，520，466
i1，611，990）100．0839，34955．2 287，43718．9 204，19713．4 273，61418．0 88，4085．8 150，9739．9
1924（13） 859，783 929，8351，789，618100．0935，09352．3 326，2881 ．2 224，84012．6 301，8861 ．9 75，1904．2 169，029．4
　　　　茸召和1929（4）
855，187 969，8351，825，022100．0997，69054．7 416，71522．8 239，05413．1 250，8231 ．7 67，048V，076
3．7
O．4 126，4956．9
・1894～1904年の職工数は当該年次「農商務統計表」、1907－1929年の職工数は当該年「工場統計表」の数値を使用。それゆえ第5表と同様の不整合がある。なお、1894年d項は綿糸紡績の数値。
・1894～1919年は一日平均使用職工数、1919～1929年（ただし1919年はカッコ内）は年末現在職工数。
・f項上段は絹織物業、下段は絹綿交織物業における数値。
第7表規模別工場数および職工数
5人　　10人
ﾈ上　　未満 10 30 30 50 50 100100 500500　　10001 00人以上
?
工場数 ? 工場数 ? 工場数 ? 工場数 ? 工場数 ? 工場数 ? 工場数 ?
　　　　明治
P909（42）16，80252．1 10，81233．5 2，0346．3 1，4604．5 9803．0 82 0．3 58 0．2
　　　　大正
P914（3）14，65546．2 11，5536．4 2，3427．4 1，8035．7 1，1553．6 1240．4 85 0．3
1919（8）20，11845．8 15，64835．6 1，4663．3 2，4745．6 1，8814．3 2020．5 1600．4
1924（13）23，41548．4 16，40633．9 3，5407．3 2，5855．3 1，9534．0 2680．6 2270．5
　　　　昭和
P929（4）33，18755．7 17，28728．9 3，9176．5 2，8314．7 2，1703．6 2950．5 2000．3
職工数 ? 職工数 ? 職工数 ? 職工数 ? 職工数 ? 職工数 ? 職工数 ?
　　　　明治
P909（42）108，4163．5170，27521．3 76，0949．5 97，95712．2180，79922．6 55，817．0 111，27913．9
　　　　大正
P914（3）94，3019．9 184，74319．5 87，8779．3 120，58812．7217，20422．9 82，7708．7 160，78217．0
1919（8）129，5248．5 249，45816．7130，9648．6169，88311．2359，567236139，3629．234L70822．5
1924（13）153，908．6 263，40214．7132，2967．4 173，9629．7 391，1412 ．9182，23710．2492，67227．5
　　　　昭和
P929（4）199，05110．9315，9197．3147，6888．1 193，52210．6437，81524．0206，4011L3359，89819．7
・各年の『工場統計表」の数値を使用。
　　　　　　　　　　当該工場数　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　当該職工数・工場数のパーセンテージは　　　　　　　　　　　　　　×100，職工数のパーセンテージは　 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　×100　　　 　　　　　　工場総数　 　　　　　　　　　　　　　　　　職工総数
が普及していた製糸業、織物業においてはどうであったか。第8・9表は製糸および織物工場の規模
別分類である。それぞれの特徴を概観しておくと次のごとくである。まず製糸業は、大規模工場はや
はり少ないが相対的に中規模工場が多いと言える。傾向的にも30人未満工場数が昭和恐慌以前におい
ては漸減し、逆に100人以上工場は漸増しており、中規模以上の工場の発展を示している。職工数を
みても30人未満工場においては、絶対的にも職工数が減退し、100人以上工場では絶対的にも相対的
にも（1909年49．1パーセソト→1929年74．2パーセント）増加しており、小規模工場の衰退と大規模工
場の発展傾向は明白である。次に、織物業においては、まず工場数では30人未満工場が一貫して80パ
ーセソト以上を占めており、その比率は全産業における比率（第7表）より大きく、いかに小規模・
零細工場が大きい比重を占めているかを如実に示している。しかも10人未満工場数の動向をみた時、
昭和恐慌まではきわめて停滞的であり、500人以上工場数の発展傾向、中規模工場数の減少傾向を考
慮した場合、該産業の二極化傾向を確認しえよう。さらに綿織物と絹織物に細分してみると、絹織物
業の方が綿織物業より零細さが顕著である。
　それでは、このような動向にさらに原動機普及状況をオーバーラップさせてみるとどうなるか。第
10表は原動機普及状況を示したものである。表中の上段と下段では調査対象が異なっているので、
1904年以前と1909年以降を接続することには無理があるが、原動機普及状況を傾向的に把握するには
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第8表製糸業における規模別工場数および職工数
5入　　10人
ﾈ上　　未満 10 30 30 50 50 100100 500500 10001000人以上
?
工場数 ? 工場数 ? 工場数 ? 工場数 ? 工場数 ? 工場数 ? 工場数 ?
　　明治P909（42） 77520．8 1，16031．2 67518．1 64917．4 43611．7 21 0．6 4 0．1
　　大正P914（3） 52515．4 95027．9 60017．6 74421．9 53815．8 35 1．0 8 0．2
1919（8） 45412．9 86324．6 72220．6 73220．8 65818．7 72 2．1 10 0．3
1924（13） 35911．1 77323．9 54516．8 71522．1 72722．5 96 3．0 21 0．6
　　昭和P929（4） 50212．5 87321．7 64716．1 91222．7 92923．1 1333．3 24 0．6
職工数 ? 職工数 ? 職工数 ? 職工数 ? 職工数 ? 職工数 ? 職工数 ?
　　明治P909（42） 7，1643．7 20，70310．8 25，84813．5 43，64722．8 75，56639．4 13，8027．2 4，8312．5
　　大IEP914（3） 3，4401．5 16，837．5 23，25210．4 50，19322．4 99，01344．1 23，1710．3 8，3813．7
1919（8） 2，9421．0 15，8615．5 28，1109．8 50，33217．5128，7484．8 49，04817．1 12，3964．3
1924（13） 2，3390．7 14，7994．5 21，2336．5 47β1014．7150，99546．3 65，01519．9 24，097．4
　　昭和P929（4） 3，1730．8 16，7864．0 25，1696．0 62，44515．0188，0654 ．1 91，24621．9 29，8317．2
・典処および計算方法は第7表に同じ。
　　　　　　　　　　　　　第9表 織物業における規模別工場数および職工数
5人　　10入
ﾈ上　　未満 10 3030 5050 100100 500500 10001000　人以上
?
工場数 ? 工場数 ? 工場数 ? 工場数 ? 工場数 ? 工場数 ? 工場数 ?
　　明治P909（42） 4，19149．7 3，41840．5 4895．8 2242．7 95 1．1 9 0．1 10 0．1
　　大正P914（3） 2，77541．0 3，03944．9 5107．5 2754．1 1422．1 14 0．2 14 0．2
1919（8） 4，14840．8 4，32642．6 8828．7 4774．7 2882．8 20 0．2 24 0．2
1924（13） 4，18943．7 3，80039．7 7828．2 4734．9 2642．8 23 0．2 44 0．5
　　昭和P929（4） 5，5253．0 3，51833．7 6966．7 4214．0 2282．2 18 0．2 28 0．3
職工数 ? 職工数 ? 職工数 ? 職工数 ? 職工数 ? 職工数 ? 職工数 ?
　　明治P909（42）27，80517．9 54，02834．8 18，15611．7 15，0189．7 16，84710．9 6，7844．4 16，60810．7
　　大正P914（3）18，99811．9 49，00430．7 19，04911．9 18，17611．4 23，84214．9 9，1465．7 21，39113．4
1919（8）27，89010．2 99，08836．2 32，98812．1 33，44812．2 53，40619．5 14，0405．1 42，75415．6
1924（13）27，8969．2 61，34620．3 29，5449．8 32，14410．6 49，95316．5 15，7205．2 85，28328．3
　　昭P929（4）36，56014．6 58，53423．3 26，41610．5 29，06611．6 43，56217．4 12，6345．0 44，05117．6
・典拠および計算方法は第7表に同じ。
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第10表　種類別原動機普及状況および原動機使用工場数の増加（a水力、b汽力c電力使用原動機台数、　d原動機使用工場数）
A　全　　　　産　　　　業 B　紡　　　　績　　　　業 C　製　　　　糸　　　　業 D　織　　　　物　　　　業
年　次 ? d? C α ? C d ? ? d ?d／A％ d／B％ C d／C％
? C d
d／D％
　　　　　明治
P894（27）1，9402，080 2，409 40．2 10 89 一 45 49．5
1899（32） 914 2，912 72 2，305 34．4 16 128 23 90 71．4 5191，276 12 L28758．1 9 42 1 40 3．3
1904（37）1，4004，008 2894，000 43．3 35 165 32 164 83．2 9141，650 13 2，07084．0 73 111 19 215 10．5
1909（42）2，591 6，297 4，7599，155U，723
28．4 45 215 74 134 93．71，1302，325 39 2，50867．4 185 303 4081，18214．0
　　　　　大正
P914（3）2，7927，011 17，21014，578P0，334
46．0 27 175 720 128
P19
96．21，1442，288 3782，604
Q，468
76．6 123 3691，7812，540
Q，06玉
37．5
1919（8）3，4538，71550，58626，947P7，653
61．3 116 2422，651 357 96．51，0232，8691，5112，95584．2 229 4007，0375，44053．5
1924（13）2，9738，78193，14537，141 76．7 39 2403，815 276 99．3 7352，9122，9852，98092．1 130 45715，7537，771 81．2
　　　　　昭和
P929（4）2，8647，377163，73048，82281．5 40 21216，775 368 98．1 7663，4928，0123，75093．3 61 17321，2089，27288．9
・下段は「農商務統計表」、上段は「工場統計表」の数値、したがって職工10人以上使用から5人以上使用工場へと調査対象が変わっている。
・『農商務統計表」において異種原動機併用の場合、その工場数だけ当該原動機台数に加算。
・蒸汽機関には蒸汽タービン、水力機関にはタービン水車、ペルトン水車、日本水車が含まれている。
第11表　織物業における電動機普及状況
職工釧・一・・人 10～30人 30～50人 50～100人　　　100人以上
??
忌1晋場謝 a b a b a 1・1・｝ ・1 ・1　　　印 b ・｛ b
明治年
1909（42）4，191 63 3，418 118 489 52 224 93 114 82 8，436 408
大正
14（3） 2，775 3283，039 652 510 179 275 189 170 4336，7691，781
19（8） 4，1481，2244，3262，209 882 752 477 590 3322，26210，1657，037
24（13） 4，189 3，800 782 473 331 9，57515，753
昭和
29（4） 5，5255，1323，5184，722 6961，842 4211，547 2747，96510，43421，208
・各年の『工場統計表』の数値を使用
有効と思われる。まず原動機使用工場数の点では、全工場の過半数が原動機を使用するようになるの
は大正初期であるが、紡績業、製糸業は明治中期にすでに過半数を超えている。それに対して織物業
は第一次大戦期にようやく過半数となっており、人力依存が長く続いていたことを示している。さら
に使用原動機を種類別にみたとき、全体的には、明治40年頃より急速に電動機台数が増加しており、
原動機使用工場数の増加もそれによってもたらされたことが理解しうる。また、繊維業内の原動機普
及状況は、紡績・製糸業においては電動機普及が顕著であると同時に、蒸汽機関が比較的早くから一
定の割合を占めており、これらの産業分野では中規模以上の工場が多かったことと一致している。製
糸業の場合、当初電動機は比較的大規模の工場に普及し、1920年代後半にいたって、やっと小規模工
場にまで普及することになる（1929年で一工場一電動機とした場合約5分の3まで普及）。これは第
10表で明らかなように、当該産業の場合、水力利用の原動機（その90パーセント以上が日本形水車に
よるもの）が、1920年代後半まで存続しえたためである。それに対して、織物業は電動機台数が圧倒
的で、しかも1910年前後より急増している。その．ヒ、他より電力の供給を受けるものがほとんどであ
り、小規模工場の電動機導入を示唆している10）。この点については、第11表において確認されうる。
すなわち、1914、19年の電動機台数の49～55パーセソトを、30人未満工場が占めているのである。し
かも工場数との関係でみれぽ、この規模の工場では平均すれぽ一工場あたりせいぜい一台の電動機し
か所有していない。
　以上の分析から、次の点が明らかとなった。まず第1に、第一次大戦中には輸出の急上昇にひきず
られながら、日本経済はかつてない成長を遂げ、輸出産業としては、従来の製糸業に加えて織物業が
著しい発展を示したほか、重工業部門も生産額ではいまだ低位であったが、同期に急速な発展を遂げ
たのである。第2に、その発展を明示するものとして、同期における工場数の激増があり、しかも小
規模工場にも導入可能であった電動機の普及により、その過半数が原動機を有する本格的工場とな
り、生産力基盤の一大転換が実現されたのである。第3に、このような生産力上昇は一面では資本の
集債・集中を早め、各産業中においては、工場数では1パーセソトに満たない大規模工場が、20パー
セソト以上もの職工と原動機のかなりの割合を占め11）、生産において独占的地位を占める企業を生み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一27一
第13表　機業戸数および織機台数の動向
（百の位を四捨五入）
機
? ? ? ?
織機
?
織 機
?
訳織機年　次 独立営業 ?織業
（α）
わ十c
@α ω 占／α （c） c／α 広　編 小　幅
手織機 合計 職工10人以上
ﾌもの
?
蔵工10人未満
ﾌもの
?
? ???
賃織業
? 計 ?
明治 千戸 ? 千戸 ? 千戸 ? 千台 千台 千台 千台 千台 千台 干台 千台 千台
1894（27）600 『 『 『 一 『 821 一 一 一 一 一
97（30） 665 一 一 一 一 『 947 一 一 『 一 一
1902（35）302 一 一 『 18 692 710 一 一 一 ｝ 一
07（40） 490 100 161
?
329 67 一 29 754 784 一 一 一 一 一
大正
12（1） 428 99 151 35 276 64 一 112 621 733 一 一 一 一 一
16（5） 490 100 266i9）
54?） 223 46 一 149 612 761 13792 8 5 2 1 3 2 149100
19（8） 556 100 299i15）
54?） 257 46 『 278 675 953 20975 25 9 5 2
? ?
278100
21（10）
@　昭和
Q6（1）
488
P88
100 265
i16）
w
54?） 223 46 　一
Q15
i199）
319
P61
605
Q52
924
U28
250
R39
???????3 27 8 319
R76
99
P00
30（5） 162 『 一
267
i246） 165 186 617 386go 47
?
一 一 431101
・独立営業欄の1916～21年は「農商務統計表』の「職工十人以上ノモノj，「職工十人未満ノモノ」，「織元」の合計数疽，カッコ内は
　「織元J数
・1926，30年の毛織物及び毛交織物織機は区分がないので広幅に算入し，カッコ内はそれを除いた場合の数値である。
・各年次『農商務統計表」および「商工省統計表」の数値を使用。
だしたのである。第4に、しかしその一方で織物業に典型的に示されているように、小規模の原動機
使用工場が籏生し、その数は1920年代の不況期に若干減少するものの、その後は増勢を続け、いわゆ
る産業の二重構造が定着してゆくのである。
　最後に、この織物業における小規模零細工場の出現について検討しておこう。織物業は従来問屋商
人による生産支配が広範に存続していた領域であり、上述の生産力基盤の転化は、その支配形態に変
化をもたらさざるをえない。山田盛太郎氏は、「型」の分解を論じた時、織物業については「問屋制
度的家内工業」の「零細マニュファクチュア＝零細工場」への転化を指摘し、さらに1919年をピーク
として「中小機業崩壊、大規模への集中」12）を論じられている。この変遷を第13表によって確認して
おこう。まず機業戸数の変動をみると、工場制工業の発展につれて戸数を減じていたのが、第一次大
戦中は再び増加し、1919年には約56万戸にまで達するが、1920年恐慌、不況の過程で激減している。
これに対して工場数は第一次大戦に急増したのち、多少の停滞を示しているが再び増加しており、お
おいに趣を異にしている（第11表参照）。ことに5～10人規模工場は微増を継続しており対照的であ
る。この減少の主要な構成部分は、若干資料的に不備ではあるが、1919年においてはいまだ46パーセ
ントを占めていた賃織業者＝手織機使用者とみて大過あるまい。ともかく、手織機を生産力的基盤と
した問屋制的家内工業の解体と、先にみた原動機使用の本格的工場展開＝力織機工場の発展を、この
時期に措定しうる根拠をみい出しえたであろう。しかし、第9表でも明らかなように、職工10人未満
工場数の量的な大きさと、全機数の10・e　一セソト程度ではあるが、力織機が普及しはじめ、確実に生
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産の一定割合を担ってきていることを考慮すれぽ、「中小機業崩壊、大規模への集中」というシェー
マは俄かには賛成しがたい。むしろ独占の成立を前提として、新たな生産力的基盤の．ヒに自らを再編
した中小経営および旧問屋商人層の収奪形態の転換が問題とされるべきであろう。とくに同業組合と
の関係では、1920年代における国際収支悪化と輸出振興政策、不況期における企業合同、合併および
カルテルの普及と同業者組織化政策、低利資金融資対策等に政策面では留意する必要があろう。
皿　同業者組織化政策の新局面
　ここでは、前述の経済構造の諸変化を背景として、1900（明治33年）に公布された重要物産同業組合
法を中心とした同業者組織化政策の展開を、1、生産との関連（a職工、徒弟取り締まり、b生産統制、
c組織化、共同事業）、2、流通との関連（a品質、荷造り等の検査、b価格統制cマーケティソグ）、
3、中小工業に対する融資乃至補助対策との関連、4、行政権の介入度合といった観点から検討する。
ところで、あらかじめ考慮しておかねばならないのは、この同業者の組織化政策は、農業を主要な対
象領域とした産業組合を除けぽ、1920年代半ばまでは重要物産同業組合法を中心に展開されたとみな
しうる。その意味でも、1925（大正14）輸出組合法、重要輸出品工業組合法の出現は、同業者組織化
政策多様化の画期といえる。それゆえ、当該政策の検討にあたっては、その前後の時期の相違を重視
する必要があろう。
　重要物産同業組合は「重要物産ノ生産、製造又ハ販売二関スル営業ヲ為ス者」（第1条）によって
結成され、「組合員協同一致シテ営業上ノ弊害ヲ矯正シ其ノ利益ヲ増進スル」（第2条）ことを目的と
していた。そして組合設置地区内の同業者は、原則として強制加入とされていた（第4条）。前述の
観点より法文を検討すると次のごとくである。まず生産に関しては、協同一致して弊害の矯正を図る
こと、ただし営利事業は不可（第6条）という以上は詳らかでない。流通に関しては、組合、聯合会
は規定を設けて組合員の営業品検査をなしうるとし、違約者には「過怠金」を課しうる（第10条）、
組合の証票、検査証を営業品に付し信用保持に努める一方、それらの偽造、不正使用等には重禁鋼も
しくは罰金処分がなされること（第20条）などが規定され、検査体制が整備されていた。金融に関し
ては何らの規定もない。行政権の関与に関しては、重要物産の種類の認定13）（第1条）、組合設立お
よび聯合会の設立、定款の変更、役員決定、組合経費予算ならびに徴収法、組合および聯合会の解散
の認可（第1、3、5、7、8、11、16条）はすべて農商務大臣の権限であった。さらに農商務大臣
または地方長官命令の「臨検」を拒否しえないこと（第13条）、「必要ト認ムルトキハ同業組合ノ地区
ノ範囲、営業ノ種類又ハ定款ノ変更ヲ命スルコトヲ得」（第13条）、組合決議や役員の行為が「法律命
令二違背シ又ハ公益ヲ害シ又ハ其ノ目的二違背」した時等には、組合の解散、業務停止、役員解職、
決議取り消し等が規定されていた（第15条）。かくて、組合の設立から解散にいたるまで、強固に行
政権が及んでいたことを看取しうるのである。
　ところで、この組合法の運用が進むにつれ、種々の問題も顕現し、それへの対策が講じられてい
る。1909（明治42）年農商務省の「内訓」14）において、いくつかの重要な指示がなされた。そのうち
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主なものとして、第1に職工および雇人に関して、彼らに「直接二組合二対スル義務ヲ負ハシムル」
規定を設けてはならないこと、解雇された者の雇用には前雇主の承諾は不要であり、そのような承諾
を義務づけることは不可であること、職工使用停止をなす時は具体的理由と期間を明示することが指
示されていた。第2に組合による価格協定について、「外国貿易二於ケル売崩ノ弊ヲ防ク為メ」以外
は協定を「設ケシメサルヲ要ス」とされた。第3に組合による口銭、手数料、賃金等の決定は、「極
メテ特別ノ事情アル場合ノ外」は不可とされていた。すなわち、組合が直接労働力を管理、統制する
ことや、賃金、手数料、価格といった組合員の利害に直結する事項の統制は原則的には否定してい
る。この点はかつて『株仲間』が有していた規制機能とは無縁であったことを示している。
　総じて前述の4つの観点からの検討の結果、この時期の同業組合は、粗製濫造を防止するため、同
業者が「協同一致」して対処すること、とりわけ営業品検査を媒介として結束することを付託された
ものといえよう。ただし、例外規定の形ではあるが、外国貿易に際しては価格協定機関として容認さ
れている点は留意すべきである。もともと重要物産同業組合法は、重要輸出品同業組合法（1897年公
布）を原型としており、貿易面にあらわれた諸問題の改善を図ることが重要課題であった。それゆ
え、この方面での政策動向は、同業者組織化政策の方向を見定める上で、最も留意すべき点ともいえ
る。
　ところで、日露戦後、日本経済は1907年恐慌に巻き込まれ、停滞を余儀なくされるが、朝鮮、満州
市場等の確保を基礎に輸出を伸ぽし、第一次世界大戦という「天佑」をスプリングボードとして、空
前の経済発展を遂げる。しかし、それと同時に、「粗製濫造」はますます看過しがたくなり、1916（大
正5）年第22回商業会議所聯合会において採択された政府への建議においても、「内二於テハ輸出品
検査ノ施設ヲ拡張シテ、弘ク粗製濫造ノ弊害ヲ矯メ、外二対シテハ東洋、南洋方面二於ケル通商条約
ヲ改訂シテ、相互貿易ノ発達二利スル」15）ことが求められた。そして同年法律第15号により、重要物
産同業組合法は改正される。この法案の趣旨説明において、河野農商務大臣は次のように述べてい
る。すなわち、欧州戦乱により我が国の輸出が伸びてきているのに、「粗製濫造等ノ虞」もあるので
「此際二輸出品ノ検査ヲ厳重二致シマシテ、粗製濫造ヲ取締リマシテ、而シテ我ガ貿易ノ発展ヲ永遠
二図」16）りたいとしている。また岡商工局長は、石鹸、真田、玩具、莫大小などは「検査規定ハ立派
デアッテ、其ノ実行ハレテ居ナイ」として、「検査員ナルモノノ活動ガ、従来法律ガ予期シテ居ルガ
如キ働ガ出来ナイ」のは、「人選ガ其当ヲ得テ居ラヌ」か「有力ナル組合員ノ排斥」のため適正な検
査がなされていないかなどだとしている。よって「此法律ノ施行二依リマシテ必ズ検査員ノ人選ガ宜
シキヲ得レバ所期ノ目的ハ概ネ達シ得ル」17）としている。かくて改正法の要点は次のごとくであった。
まず検査については、「検査ヲ行フ同業組合及同業組合聯合会二在リテハ検査員ヲ置クヘシ　検査員
ノ選任及解任ハ農商務大臣ノ認可ヲ受クヘシ」、「…検査員ノ服務二関スル規程ヲ定メ農商務大臣ノ認
可ヲ受クヘシ」、「農商務大臣ハ…必要ト認ムルトキハ其ノ役員又ハ検査員ノ選任又ハ解任ヲ為スコト
ヲ得」（第10条2、3、4項）という項を加えて、検査員配備を義務づけ、「重要輸出品」18）を扱う同
業組合の場合は特に、農商務大臣の権限が強められていた。さらに、この農商務大臣の権限は、「監
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督上必要ナル命令又ハ処分ヲ為スコトヲ得」（第13条）として、いっそう強められた。そのほかにも、
罰則内容が重くなり、検査員の不正行為には懲役刑が課せられる（第20条）など、全体的に同業組合
の機能強化がなされた。
　ところで、この時期における同業組合の検査機能の強化は、各輸出品の取締規則制定と密接な関連
を有している。1905年花莚検査規則（勅令第161号）制定以降、輸出羽二重（1905年農商務省令第5
号）、輸出真田（1915年同省令第9号）、輸出石鹸（1915年同省令第10号）等の取締規則が制定された
が、実際の検査は国営乃至県営検査所が行なう傾向にあった19）。ところが、前述の重要物産同業組合
法改正を転機として、再び同業組合による検査が重視されるようになった。1917（大正6）年には輸
出向け燐寸、硝子、王法榔鉄器、莫大小の取締規則が、翌年にはセルロイド製品、鉛筆及び鉛筆芯、翌
々年には綿織物等の取締規則が制定された。そのさい当該規則の第1条には「同業組合若ハ同業組合
聯合会又ハ道府県ノ検査二合格シタルモノニ非サレハ、営利ノ目的ヲ以テ之ヲ輸出シ又ハ朝鮮若ハ台
湾へ移出スルコトヲ得ス」20）に類する条文が掲げられたのである。同業組合の検査機関としてのかか
る強化の理由について、政策当事者は、経費がかかること、「産業上ノ秩序」（注17参照）維持にはで
きる限り政府は不干渉であることを述べている。輸出の急激な伸びと品目の雑多さを考慮すれぽ、検
査の繁雑さや経費が膨大になることは十分推測しうる。その場合、不一卜分とはいえ組織化の進んでき
た同業組合を活用しようとする考え方は納得しうる2D。
　ところでこの時期でも、生産・流通に対する同業組合の政策的位置づけは不変のようである。1916
年に発送された農商務次官通牒では、1909年「内訓」（前述）と同様に、労働力移動の自由を阻止す
るような規定を設けないこと、外国貿易において売り崩し防止のため以外に価格協定しうるような規
定を設けないこと、口銭、手数料または賃金等を組合で定めるような規定を設けないこと、過重な
「信認金」が求められていないかどうか注意すること等が指示されていた22）。
　第一次大戦が終わり、ヨーロッパ諸国に復興の兆しがみえてきた頃、1920年恐慌の到来となる。そ
れゆえ、一方では、日露戦後に続く「第二のカルテル多発時代」23）と指摘されるほど、重化学工業分
野を中心にカルテルの成立をみる。他方1920年代初頭における同業組合政策は、それ以前と大差な
い。たとえぽ、1921年農商務次官通牒では、「近時同業組合中私カニ販売価格ヲ協定シテ不自然二物
価ノ低落ヲ阻止シ、不当ノ利益ヲ貧リツツアリトノ批難モ有之候哉二聞及候二就テハ、此際速二貴官
下二於ケル各組合ノ詳細ノ内情御調査ノ上此種不都合ノ行為アリト認メラルル組合二対シテハ、…厳
重二之力取締ヲ励行相成様御配慮相成度…」とされている24）。それゆえ、政策的には同業組合一般に
対して価格協定をなさしめる方向にはなかったことを確認しうる。
　ところが、この不況に加えて関東大震災（1923年）が発生し、経済危機はいっそう強まる。国際収
支は一挙に5億円を上回る入超となった。そしてこのような情勢を背景として、輸出組合法案と重要
輸出品工業組合法案が帝国議会に提出された。農商務大臣高橋是清の提案理由は次のごとくであっ
た。すなわち、年々巨額の入超であり経済不安が生じているが、経済の安定化のためには「輸出貿易
ノ振興ヲ図ルコトガ最モ急務」である。しかし「中小輸出業者ハ多数群立シテ居リマシテ、其間二秩
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序ト連絡トヲ欠イテ居リマス為二、互二無益ナル競争ヲ致シマス、互二同士打ヲ致シテ居リマス為
二、我力商人二対シテモ我商品二対シテモ…信用ト声価トヲ失墜シテ」いる。また「資金モ信用モ薄
弱デアリマスルガ為二、進ンデ積極的ノ活動ヲ為スカニ乏シクナツテ居ル」。これらが「我国ノ輸出
貿易ノ伸展ヲ妨グル最モ顕著ナル欠陥」であり、これらを除去し、「輸出業者ノ間二秩序ト統制トヲ
与ヘマシテ、共存共栄ノ精神ヲ陶冶スル」手段として、輸出組合法を提案したとしている。また、重
要輸出品工業組合法については、「我国二於キマシテモ段々ト工業ハ近時大工業ノ生産組織二移リ変
リッツアル」が、「洵二遅緩」なものでしかない。そして他方には「群小ノ企業者が雑然トシテ分立」
しているが、その間には「連絡モ統一モナク、徒二不必要ナル眼前ノ競争ヲ事トシ、製品ノ整一或ハ
其向上ヲ期スルト云フコトハ無イ」。欧州大戦時とくに輸出工業の発展がめざましかったけれど、粗
製濫造のため「沈衰」も甚だしい。そこで、輸出貿易の刷新、振興のためには生産にまで湖って輸出
工業改善を図らねぽならない。ことにその「雑然タル企業組織ヲ整備シテ、各種ノ工業ヲシテ各々適
当ナル企業系体ヲ得セシメ」ることが「喫緊ノ要務」である。そこで、組合制度を樹立し「製品ノ検
査ヲ厳重二行ハシメ、各種ノ共同ノ施設ヲ施サシテ、組合員ノ事業経営二組織ト統制トヲ与へ」、「輸
出工業ノ基礎ヲ確立」したいとしている。なお両法案は、前者が輸出業者を、後者が輸出品製造業者
を対象としたもので、「姉妹法」として提出された25）。
　両法の要点は次のごとくであった。まず輸出組合法は、輸出業者を重要輸出品の種類ごとか市場ご
とに結集せしめて、「輸出貿易ノ振興ヲ図ル為共同ノ施設ヲ為ス」（第1条）ことを目的としていた。
一方重要輸出品工業組合法は、輸出品製造業老が「其ノ工業ノ改良発達ヲ図ル為共同ノ施設ヲ為ス」
（第1条）ことを目的としていた。この点は、従来同業組合が「営業上ノ弊害」を矯正すること（結
局は製品検査に収敏される）を目的としていたのに対し、営利的事業としての共同事業にまで目的が
拡大されており、顕著な相違点といえる。第2に、同業組合が強制加入を原則としていたのに対し、
この二法は総立創会規定（前者が有資格者の過半数、後老が3分の2以上の同意で総会を開きうる…
第12条）はあるが、任意加盟制とされている。第3に、同業組合が組合経費を組合員の平等割り、営
業税割り、組合の財産収入や証紙による収入に依存していたのに対し、両法は組合員からの分賦金、
出資金（第6、7条）に依存し、議決権も同業組合員一般に平等であったが、後二者は限定っきでは
あるが出資額に応じて、複数の議決権を有しうるとされた（第21条）。次に両組合法の事業に関する
規定をみると、輸出組合法では、第3条において組合員に直接利益となる保管、包装等の共同事業が
なしうるほか、品質検査にとどまらず、「弊害ヲ矯正スル」という名分のもとに、商品の取り扱い量
や価格まで含めた「取締」や「制限」をなしうるとされた。重要輸出品工業組合法では、ほぼ同様に
1、製品、原材料の検査ならびに「必要ナル取締又ハ事業経営二対スル制限」、2、共同設備の設置、
3、「組合員ノ営業二関スル指導研究、調査其ノ他組合ノ目的ヲ達スルニ必要ナル施設」、4、組合員
からの委託による「製品ノ加工若ハ販売又ハ組合員ノ営業二必要ナル物ノ供給」（以上引用は第3条
より）とされている。すなわち、一方で生産の取り締まり、制限、製品等の検査を行ない、他方では
生産に関連した共同設備、市場調査・製品研究設備の運用と、必要物資の購入、製品販売事業をも行
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ないうると規定されているのである。要するに、従来の同業組合との対比では、同業組合が製品検査
を基本的機能とする「消極的」性格のものであったのに対し、組合員の直接利益に結びつく共同事業
をなしうる「積極的」26）性格のものといえる。さらに行政権との関連については、同業組合と同様に、
設立可能な品目の指定27）、組合設立から解散まで、主務大臣の認可事項が細かく規定されている。
そのほかにも「弊害ヲ矯正」するために必要とあらば「施設」の設置を命じうることや、検査員の選
任、解任、定款の変更等を命じうるとされていた　（輸出組合法第8、27、28条、重要輸出品工業組
合法第7、27、28条）。しかし、これらも同業組合の場合と大差ないが、加入強制解除のかわりにア
ウトサイダー規制を設けて、組合の「取締又ハ制限」が全同業者に及ぼされうるとしているのが特徴
的である28）。最後に、金融との関連を補足しておこう。この点については法文中に具体的規定はみ
られない。しかし、当時の経済情勢、とりわけ中小工業問題の深刻化という背景から、該法制定にあ
たっても当然問題とされていた。衆議院本会議において高橋農商務大臣は、「組合自体ノ資金ノミデ
ハ甚ダ不十分デハナイカ」という質問に、「為替ノ上二於テ其金利、又ハ其期限二付テハ外国ノ競争
者二劣ラナイ程度ノ援助ヲ与ヘル」旨回答し、正金銀行、台湾銀行等に「従来一般二取扱ッタ程度ヨ
リモ低利ナル融通ヲ為ス」方向を示唆した29）。また、三土農商務次官も、貴族院の特別委員会におい
て、重要輸出品工業組合の検査合格品を輸出組合が扱う場合、「特二或方法二依リマシテ低利ナ為替
ヲ融通スル、サウシテ長期ノ為替ニスル、斯ウ云ウ方法二致シテ行キマシテ、輸出組合ハ金融問題ヲ
解決スル」、「工業組合ソレ自身ノ金融」については、産業組合と同様に勧銀、農工銀、興銀から「無
担保貸付ノ途ヲ開クト云フヤウナコト」を検討するとしている3°）。
　以上、4つの観点から重要輸出品工業組合法を検討してきたのであるが、それぞれの点に即して簡
単にまとめておこう。まず生産に関しては、職工や賃織業に対する具体的規定はないが、かつて同業
組合の職工等への規制を排除していたが、生産への統制が明確となるなかで、ある程度の許容範囲が
広がったのではないかと思われる。ただし、1でみたように賃織業は急減しており、その面での規制
は現実には弱化したと思われる。また生産量制限が可能とされたのは、まさしく統制機関としての実
態を備えたといえる。また、営利事業としての共同事業を明確に位置づけたことは、中小工業の存続
を確保する政策の具体化といえる。第2に、流通に関しては、検査機能という点では同様であるが、
重要輸出品工業組合法公布後、商工省令第8号により主要輸出品の検査機関は工業組合へ交替してお
り、同業組合の検査機関としての位置は後退している。また、生産統制同様に、価格統制も認めら
れ、組織化政策は中小工業産品に対するカルテル的機関結成をも推進することになったのである。ま
たマーヶティング機能についても、品評会、雑誌広告、市場調査等を積極的に推進するという点では
変わりがないといえよう。第3に融資面では、議事録に示された程度で、具体的規定にはいたってい
ない。ただし、1931年の重要輸出品工業組合法の工業組合法への改正において、「営業二必要ナル資
金ノ貸付」、「貯金ノ受入」（第3条）が明文化されており、中小工業への金融政策に位置づけられる
一楷梯といえよう。第4に、行政権の介入に関しては、生産統制や価格統制が組合の機能とされて一
段と強まったといえる。ただし前述のアウトサイダー規制に示されるように、組合を媒介として当該
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産業領域に国家統制が及ぶのであるから、きわめて巧妙といえる。
　ところで、重要輸出品工業組合法は、組合員が「其ノ営業二関スル重要物産同業組合法二依ル同業
組合二加入セス又ハ之ヨリ脱退スルコトヲ得」（第9条）と規定しており、法制上工業組合は、加入
強制→「協同一致」体制→利益の増進という同業組合方式の屠外に置かれ、かくて同業組合による組
織化政策は、中小工業の実体が顕在化しているこの段階では、もはやr陳腐」3Dなものでしかなかっ
た。
皿　重要物産同業組合の普及とその限界
　ここでは、第一次大戦前後の経済構造の転換期に、同業組合がどのような普及状況を示すのか、さ
らにまた、同業組合の不備を補う方策として採られた産業組合併設の実態を分析して、前述の同業者
組織化政策の新たな方向の背景について解明しておこう。
　1　重要物産同業組合の普及
　すでに図1で明らかなように、同業組合全体は昭和恐慌を前後して減退にむかう。組合数の増減
は、蚕糸業組合が規定的であるが、いくつかの異なった傾向も看取しうる。すなわち、蚕糸業のよう
に昭和恐慌をピークとするもの、織物業のように1920年代半ぽをピークとするもの、木炭・柑橘取り
扱い業のように昭和恐慌後をピークとするもの、米穀取り扱い業のようにほとんど変化を示さないも
のなどである。このことは、景気変動との関連度の相違を示しているが、いずれにせよ同業組合普及
分野の雑多性の現われである。
　次に、主管局別に分類した場合（第14表）、組合数の増減に一定の相違がある。すなわち、工務局
主管組合数が昭和恐慌期から減退しているのに対して、農務、山林局、経済更生部主管の概して農家
副業的業種の組合は、昭和恐慌以降もむしろ増勢にある（農務局主管組合数の1929年の急減は蚕糸局
第14表　主管別同業組合数
局　　　　名 1905i明38年）1鵬年）膿毛剥 1瓢年） 1925i大14年）綿刷 1朧年）
工　　　務　　　局 330 625 646 630 503｝722
商　　　務　　　局 220 199 230 220 303
農　　　務　　　局 178 322 382 476 79 54
山　　　林　　　局 8 34 82 142 168 170
水　　　産　　　局 14 14 20 23 20
畜　　　産　　　局 11 11 8
蚕　　　糸　　　局 455 239
貿　　　易　　　局 12
経　済　更　生　部 31
合　　　　　　計 1363117451，092 1，3021・・525 1，5861・，34・
・1917年は工、商両局の総合体として商工局が置かれていた。
・各年『重要物産同業組合一覧』より算出。
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第15表　組合地区内生産または販売額が100万円以上の組合数
業　種　　　　　年 1905年 1909年 1917年 1921年 1925年 1929年 1933年
織物製造・販売@（含毛布、麻布、染色）
　　　％
Q2（41．5）
　　　％
T4（30．7）
　　　％
U0（26．1）
　　　％
X5（21．1）
　　　％
X2（20．0）
　　　％
X2（18．5）
　　　％
U2（18．7）
蚕　　　糸　　　業 5（9二4） 26（14。8） 47（20．4） 70（15．5） 78（17．0） 88（17，7） 11（3．3）
米　穀　取　扱　業 5（9．4） 22（12．5） 24（10．4） 36（8．0） 27（5．9） 30（6，0） 33（9．9）
木炭製造・販売業 一 一 3（1．3） 15（3．3） 29（6．3） 19（3。8） 12（3．6）
荒物・藁工品製造・販売業 一 一 一 2（0．4） 2（0。4） 7（1．4） 9（2．7）
陶　磁　器　　〃 一 3（1．7） 2（0．9） 9（2．0） 9（2。0） 8（1．6） 8（2．4）
麦桿・真田　　〃 3（5．7） 3（L7） 4（17．4） 3（0．7） 6（1．3） 2（0．4） 一
合計（他業種も含む） 53（100，0）176（100．0）230（100．0）451（100．0）459（100．0）498（100．0）332（100．0）
・各年「重要物産同業組合一覧」より算定，ただし1925年農務局主管組合数はその年の報告が著しく不備のため1926年の数値を使胴。
第16表　主管局別にみた補助金の支給状況ならびに支給件数の多い業種
1905・年 1909年 1917年 1921年 1925年 1929年 1933年
工務局（主管組合数に対する此率）
?
　　　　　％
P01（30．6）
　　　　　％
P66（23．0）
　　　　　％
Q27（36．3）
　　　　　％
P86（28．8）
　　　　　％
P87（29．7）
　　　　　％
P91（37．9）
商務局（　〃　） 8（3．6） 17（8．5） 34（14．8） 30（13．7） 28（9．2）
農務局（　〃　） 94（52。8）170（52．8）229（59．9）177（35．8）42（531。2） 29（53．7）
山林局（　〃　） 5（62．5） 17（50．0） 31（37．8） 61（42．9） 76（45．3） 74（58．7）
水産局（　〃　） 8（57，1） 8（57．1） 5（25，0） 11（47．8） 10（50．0）
畜産局（　〃　） 1（9，1） 5（45．5）
蚕糸局（　〃　） 269（59．1）29（12．1）’
経済更生部（　〃　） 11（35．5）
合計（カッコ内は組合総数に対する比率）
72（19．8）208（27．9）361（33．1）512（39．3）464（30．1）620・（39．1）372（27．8）
・嘩繕欝） 織物業@35（48．6）蚕糸業@91（43．8）蚕糸業P41（39．1）蚕糸業P98（38．7）蚕糸業P53（33．0）蚕糸業Q69（43．4）織物業@77（20．7）
2　〃　　　　〃
製紙業（含和紙）
@　9（12．5）
織物業
@57（27，4）
織物業
@66（18，3）
織物業
@80（15．6）
織物業
@92（19．8）
織物業
@89（14．4）
木炭製造・販売
@73（19．6）
3　〃　　　〃 陶磁器関係@　8（11．1）
陶磁器関係
@12（5．8）
製紙業（含和紙）
@16（4．4）
木炭製造・販売
@27（5．3）
木炭製造・販売
@67（14．4）
木炭製造・販売
@75（12．1）
蚕糸業
@29（7．8）
4　〃　　　　〃
花莚・類関係
@　5（6．9）
製紙業（含和紙）
@11（5．3）
果物蔵培唄反売
@15（4．2）
陶磁器関係
@17（3．3）
製紙業（含和紙）
@14（3．0）
荒物・藁工品・製造販
рP8（2．9）
果物栽培・販売
@17（4．6）
5　〃　　　　〃 麦桿真田関係@　4（5．6）
花蓬類関係
@　8（3，8）
木炭製造・販売
@14（3．9）
製紙業（含和紙＞
@17（3．3）
陶磁器関係
@10（2，2）
果物栽培・販売
@14（2．3）
花莚類関係
@14（3．8）
5　〃　　　〃
一 一 一
　．
一 『
荒物藁工品製造販
рP4（3．8）
・各年「重要物産同業組合一覧」より算定，ただし，1925年農務局主管組合数はその年の報告が著しく不備のため1926年の数値を使用。
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の、1933年の減少は経済更生部の設置にともなう移管による）。ただし、蚕糸局主管組合数について
は、養蚕、蚕種製造、桑苗育成といった農家副業的業種を中心としているにもかかわらず急減してい
る。これは、養蚕業がかつての農家副業の主流としての地位から転落してしまった結果である。とも
かくそのことが同業組合数全体の減退を規定づけているのは興味深い。
　さらに大規模組合の動向を検討しておこう。とりあえず、組合地区内製造または販売額が百万円を
上回る組合数をみると（第15表、図1）、同業組合全体では蚕糸業が圧倒的多数を占めていたのに、
百万円で区切った場合、織物業が上回っている。しかも織物業関係組合の過半数が百万円以上の組合
であり、比較的規模が大きかったといえる。なお表出していないが、主管局別では商務局主管組合が
製造または販売額の点で大きく、農務、山林局主管がいっそう零細である。
　ところで、どのような組合が政策的に保護育成されたかを確認する手がかりとして、主として地方
自治体による補助金支給動向を検討しておこう。第16表によると、組合全体に対する支給割合は20～
40パーセントであり、不況期に割合が多くなっていることがわかる。また、主管局別では農務、山林
局管轄下の組合の過半数に補助がなされている。業種別では蚕糸業、織物業をはじめとした、いわゆ
る輸出産業に属する組合と、木炭、果物、荒物、藁工品製造、販売といった農村副業と密接な関連を
有する組合が看取される。ただし、歴史的に跡づけた場合、後者の台頭は昭和恐慌前後からであり、
その意味では従来の輸出振興という位置づけに加えて、1920年後半より農山村の不況対策および、零
細商業者に対する援助という位置づけがなされるようになったのではないかと思われる。このこと
は、前述した1920年代中頃よりの同業者組織化政策の多様i化の現われともいえよう。
　2　織物業における同業組合の機能
　以上のごとく、同業組合普及分野は多岐にわたっており、特定の産業分野における組合の分析によ
り同業組合全体の性格規定を行なうのは困難ではあるが、1でみたように量的にも経済構造上でも重
要な位置を占める、織物業の同業組合の機能を分析しながら、第一次大戦期に現われた諸矛盾と、同
業者組織化政策の意義を考察しよう。
　第17表は、1920年に工務局が行なった同業組合の事業調査である32）。それをみると、同業組合が製
品検査、技術改良、市場調査の機関のみならず、労働者取り締まりや共同利用設備の運営という、重
要物産同業組合法の趣旨を逸脱しているかに思える事業をも行なっている33）。それらは現実の組合に
何が求められていたのかを確認する上で興味深い。ところで、農商務省は1910年代頃より必要な場合
には、産業組合設置を中小商工業者に勧奨しており、実際に産業組合による共同設備運営もみられ
る。ここでは、そのような事例を検討しながら、新たな同業者組織化政策がうち出される背景を検討
しよう。
　1924年埼玉県の調査によると、県内重要物産同業組合のうち10組合が「同業組合員タル工業者ヲ以
テ組織スル産業組合」を併設していた34）。同県は全国有数の織物生産県であり、県下最高の生産高を
誇る埼玉織物同業組合も、その翼下に3つの産業組合を擁していた。当該組合地域の機業を概観する
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第17表　同業組合の事業（1920年7月調、調査組合数632…工務局主管分）
事業の種類 1組合数1 備　　　　　　　　　　　　　　　　　考
製　品　検　査 577
従業者取締 506
紛争　調停 443
従業者表彰 426
品　　評　　会 327
講　話　講　習 265
技術実地指導 164
視察員派遣 158
参考品展覧 138
器械の改良 9 藺莚2、織物7
設備の共同利用 21 織物貯蔵場3、同整理晒白場5、製紙原料印解器3、乾燥場3、挽物機2、陳列鰍Q、染色工場2、砂糖倉庫1）
原料共同製作 1 黄土粉製造機（漆器用）
試験　機　関 11陶器1、肥料1、醸造5、染色2、染料1、整理1
雑　　　　　誌 9 織物1、帽子1
夜　　　　　学 2 織物2
試売　補　助 1 果　実
原料栽培試験 4 藺草2、真田1、製紙原料1
伝　習　機　関 9 鋳物1、打刃物1、漆器1、製紙2、織物2、陶器2
・1924年工第569号付属資料より（埼玉県行政文書「大1613－21」所収）
第18表　埼玉県織物同業組合生産額
年　次1並巾 物　　広巾物　1　　計
1919（大正8）
P923（　12）
P927（昭和2）
　千円
W，648
X，597
S，051
　　％
T8．5
T7．0
S8．0
　千円
U，136
V，232
S，390
　　％
S1．5
S3．0
T2．0
　　千円
P4，784
P6，829
W，441
　　％100．0
P00．0
P00．0
・千円未満は四捨五入
・地域は、蕨、芝、鳩ケ谷、浦和、大宮、宗岡である。
・東京税務監督局『織物に関する経済調査』（1930年）536～7頁
と、次のごとくであった。まず、生産高でみると、1902年同業組合創立当時、300万円程度であった
のが、大正期に急上昇し、1923年には約1700万円に達してピークとなった（第18表）。それを支えた
生産力的基盤は、基本的には力織機の普及に求められるが、第一次大戦期には並行して足踏機等の増
加の余地も残っており、1920年恐慌後にはじめて力織機に一元化されてくる　（第19表）。生産形態の
点では、1902年当時製造戸数中内機業老は3割を占めているのみであったのが、1923年には逆に3割
が出機業者となり35）、しかも力織機10台以上使用の工場数が5割を超えていったのである（第20表）。
さらに1928年には全織機数の77パーセソトまで力織機となり、しかも出機数は17パーセソトとなって
おり、いっそう力織機工場化の進んだことがわかる（第21表）。主要製品は綿織物であり、国内市場
向けのもの・vecaj的であ。た．生産一流雛蹴、原料綿繍入一（撚糸染色）嘩備一鰍礎理・仕上
一37一
第19表　埼玉織物同業組合管下の機業の動向
年　　　次 製造戸数 職工数 融台数　鵬劇手劇足離
1907（明治40）
P915（大正4）
P919（　8）
P923（　12）
870
W89
X89
W23
9，350
X，824
P5，326
P0，273
9，684
X，434
P5，086
P0，136
　230
@577
Q，480
S，342
9，054
W，371
P0，745
Q，335
　400
@486
P，861
R，459
・農商務省工務局編『織物及莫大小に関する調査』35～41頁（工政会出版部1925）より転載
　　　　　　　　　　　　第20表　職工数別織物製造戸数（1923年）
個　　　　　　　　　　　　人
職　工　数 会　　社 工場組織1家内工業　　　計　　1
10人未満
30人未満
50人未満
100人未満
100人以上
???
357
67
　7
計 16 431
376
376
733
67
　7
807
合　　計
733
67
11
　7
　5
823
・家内工業戸数中工場形態のもの126、出機屋250戸である。
・前掲『織物及莫大小に関する調査』43頁より転載。
　　　　　　　　　　　　　　第21表　内機・出機別織機台数 （1928年4月現在）’
手　織　機 足　踏　機 力　織　機 計
並　幅　　広　幅 並刺広・隔 並巾司広幅 並　幅　　広　幅
?? ?? 110
543
16 59
212
??＝? 653 16 271
50　　　1，923
50　　　1，923
1，447 2，092
　755
1，447 2，847
1，513
1，513
　　・前掲『織物に関する経済調査』505～509頁
げを経て、各消費地卸売商へと連繋していた36）。物流経路の主要なものは下図のごとくであるが、織
　　　　　　　　　　　　　　　　織物製造業
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物製造業者が準備と製織を行なう。ただし、賃織に出す場合には、準備と製織が経営的に分離するの
である。さらに、この地域では、整理・仕上げは東京の織物問屋の業務となっており、後にみるよう
に、同業組合における懸案事項と関連してくる。
　ところで、この同業組合の機能はいかなるものであったか。「設立理由書」37）によると、「織物改良
同盟ノ団結ヲ起シ、之レカ改良進歩ヲ謀リ」、さらに「販路ノ拡張二力メ、団体二因リテハ外商ノ強
敵ト争ヒ、捷算ヲ期スル」ことを目的としていた。そして定款には、目的達成のため、製品の検査、
品評会、職工取り締まり、賃織業の取り締まり等が定められていた。組合の構成は織物製造業者（出
機屋を含む）、買継商、さらに撚糸、染色業者となっており、生産老と商人が一体となったものであ
った。
　次に、この組合が1910年代に取り組んだ事業をみると、まず1916年に従来、東京の問屋で行なわれ
ていた整理・仕上げ事業を、県内で行なうべく、県費補助を得て整理工場の建設を試みている。しか
しこれは不成功に終わった38）。さらに、1917年には産業組合設立による共同事業遂行が企図された。
そして組合地域内3ケ所に信用販売購買組合が設けられた。設立理由によれぽ①「原料日二騰貴シ、
資金ヲ要スルノ程度稻二高」まっている時であり、「資金ヲ得ルニ常二高利ヲ支払フノ止ムヲ得サル
状態」を打破し、組合設立により低利資金を確保し、「設備ノ完全ヲ期ス」、②「原料ノ購買、製品ノ
販売上勘カラサル便益アルヲ信シ、共同事業ノ助長ト製品ノ改善・統一」をはかる、ということであ
った39）。すでにみてきたように、同時期がB本経済の未曾有の発展期であり、織物業も力織機導入な
くして新たな生産力水準を獲得しえない時であった。当時、各銀行は不動産担保ないし有価証券担保
金融以外は不可能であり、機業家の多くは原料購入資金や経営拡張資金を必要としても、そのような
担保物件を所有していなかったゆえに、高利であっても買継商等からの資金借入れに依存せざるをえ
なかったのである。また原料糸購入についてはすでに紡績業界は寡占化が進んでおり、たびたびの操
短により下方硬直的価格動向となっていた4°）。それゆえ、一方では、できるかぎりのメーカーからの
流通過程短縮＝中間商人の排除、荷口の大規模化による単価切下げ、購買活動の共同化が、他方で
は、製品販売における規格統一と荷口の大規模化による大量販売、買いたたき防止が期待され、これ
らが産業組合結成の動機となったのである41）。そのほか、同様の趣旨で輸出織物業を対象としたもの
に大正8年設立の有限責任埼玉輸出織物販売購買組合や42）、広幅織物の整理事業を目的とした埼玉織
物設備利用組合の設立（1925年）がみられる43）。
　以上の産業組合併設事例からも明らかなように、在来産業としての織物業は、第一次大戦期に生産
力基盤の転換、生産形態の転換をみる。すなわち、旧来の問屋制度的家内工業の実態を形成していた
出機屋一賃織業関係は、力織機の導入による出機屋の内機経営への転換と、手織機を労働手段とする
賃織経営＝農家副業の解体の二側面から解体し、職工10人未満の零細工場の台頭となる。しかし、一
方での原料糸の独占的高価格と、他方における長い流通過程＝高い流通経費の狭間にあって、資金不
足に悩むこれらの零細経営も、経営的発展の展望を欠如したまま滞留するのである。ことに1920年代
前半の恐慌、不況は、一方では国際収支の悪化と深刻な国内経済の悪化を伴い、他方では労働争議の
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多発といった社会不安を惹起した。かくて、社会的総資本の立場から貿易振興と不可分に、中小工
業、中小企業の「救済」策が具体化されるべき段階に達したのである。政策的には、組織化政策と金
融政策を根幹として、整備・統合、経営安定、合理化政策等が組み合わされて展開される。その場
合、同業者組織化政策も既述のように、粗製濫造防止策としてのみでは何ら「救済」策たりえず、い
まや一方では共同事業推進と低利融資を可能とし、他方では生産、販売、価格等への強力な統制機能
を合わせ持つ、新たな組織が、生産、流通の機能別に独自に求められるのである。なお、この「救
済」策がどの程度現実の救済に寄与しえたか、その場合の個別独占資本と中小工業、国家の経済統制
全体との関連については、今後の課題とする。
注1）拙稿「同業者組織化政策の展開過程」（『明治大学大学院紀要』第18集1980年）。
　2）　石井寛治『日本経済史』（東京大学出版会　1976年）235～239頁。
　3）　高村直助「独占資本主義の確立と中小企業」（『岩波講座日本歴史』18　1975年）
　　　ただし、高村氏は「私的性格こそ資本主i義の本質的属性」（86頁）だとして、独占資本主義論の展開に
　　おいて「国家独占」を度外視されており、資本主義的再生産構造の変遷という視角から独占を問題にしよ
　　うとする時、重大な問題点が生じるのではないかと思われる。
　4）　かつて山田盛太郎氏は『日本資本主義分析』（岩波書店　1934年）において、日本資本主義の「型」の
　　抽出を行ない、その解体から日本資本主義の一般的危機、崩壊を見透された。その際、「型の編制」（文
　　庫版72頁）において4型を呈示されているのであるが、それに即して同業組合の普及した産業領域を分類
　　した場合、第1類型の1～3型、および第2類型中輸出産業として再編されていった領域に該当している
　　　（下図参照）。ところで、山田氏は「型の分解」過程での商業資本の産業資本への形態転化と、当該独占
　　段階における資本の編成（＝独占資本対非独占資本）との関連、あるいは「分解」の具体的進行状態等に
　　ついては捨象されている（前掲書86頁）。本稿ではこの点に留意して、同業者組織化政策を解明したい。
資本
山田盛太郎『日本資本主義分析iにおける在来産業、問屋制度的家内工業の位置
第2類型（醸造業、窯業）
1・養麹謹嚢轡＝糸醐本型のJ・m…h・hl・・）
2・糟糠灘揃工業＝魁勺なJ・mm・・h’ihl・・）
3．製糸型（問屋制度的家内工業とマニュファクチュア＝純粋
　絹業における主導者冨旋回小軸　　日本型の特殊労役制度）
4．紡績型（大工業耳インド以下的労働賃銀、肉体消磨的労働
　綿業における主導者；旋回小軸　　　　　　　　　条件）
5）　高村直助「独占資本主義の確立と中小企業」45頁の表Ir貿易構成の動向」参照（『岩波講座日本歴史
　18』所収1975年）。
6）　ここで使用された統計数値はr工場統計表』のものである。それゆえ、1924年以前は職工5人以上使用
　工場、1929年はそれに加えて5人以上使用可能工場を、調査対象として集計されており、5人未満「工
　場」の価額は含まれていない。
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8）「工場」の定義づけも難解な作業であり、ここで扱った資料でも、『農商務統計表』と『工場統計表』で
　は異なっており、前者では職工10人以上使用を、後者では5人以上使用をほぼ「工場」としていた。本稿
　ではひとまず職工5人以上で原動機使用のものを工場の目安としておく。
8）　高村直助氏の業績にしたがうと、1918年には、東洋紡績（1914年、三重紡績と大阪紡績の合併にて成
　立）、大日本紡績（1918年、尼崎紡績と摂津紡績の合併で成立）、鐘淵紡績の3社で綿糸生産の51．2パーセ
　ントを占めている（前掲稿60頁）。
9）　石井寛治氏は、製糸業の発展過程の検討において、1910年代を、「第n類型製糸家」の代表的存在であ
　った片倉組の「優等糸」生産への転換に象徴させながら、「『普通糸』中心の生産力段階から、より高度な
　『優等糸』中心の生産力段階へと推転し始めた」時期として位置づけている（『日本蚕糸業史分析』東京大
　学出版会　1972年　85頁）。本稿では、品質にまで掘り下げて生産価額上昇を捉える準備ができていない
　が、このような視角から生産力発展を考察することが不可欠だと考える。
10）たとえば、1909年における電動機のうち、織物業では355台、製糸業では37台までが他より電力供給を
　受けるものであったのに、紡績業は6台のみという状態であった。
11）参考のため下表を掲げておこう。
第15表　主要工業における職工1000人以上工場の電動機保有比率（1919年）
＼還遭」金属1睡囎具1 化学1陣糸紡績 織　　物
1000人以上工場の馬力 　％Q5 　％U0
　％
P1
?? 　％
W8
　％
T0合　　計　　馬　　力
・少数位切り捨て　　・1は第1部門（生産手段生産部門）
・塩澤君夫他編『日本資本主義再生産構造統計』（岩波書店 1973年）の数値を使用
12）　山田前掲書　83頁。
13）　この第1条の規定に基づく物産の種類は織物、米雑穀等実に136種類に及んでいる　（小野武夫・飯田勘
　一『最新重要物産同業組合法精義』清水書店　191886～88頁）。なお1900年4月商発第87号次官通牒「同
　業組合発起認可打合方ノ件」によって、「…組合地区内二於ケル各品種一箇年間ノ生産製造又ハ販売額十
　万円二満タサルモノハ蚕糸業其他特別ノ事情アル場合ノ外設置認可不相成筈有之候…」とされた。
14）　埼玉県行政文書「明3617－33」参照。
15）　『第22回商業会議所聯合会報告』37頁（山口和雄i編『本邦商業会議所資料』雄松堂フィルム出版　以下
　引用のさいには『商業会議所資料』と略記）。
16）　『37帝国議会貴族院議事速記録』239頁。
17）　『37帝国議会貴族院委員会議事速記録』105～109頁。なお、このような問題点のある同業組合による検
　査よりも、官営の検査が適当でないかという意見に対しては、「産業上ノ秩序ヲ維持シ、粗製濫造ヲ防グ
　　ト云フガ如キコトハ官憲ノ干渉ヲ出来ルダケ避ケ、自治団体タル同業組合ノ作用二依」らしめたいという
　見地から不可としている。さらに組織化対象については、「小ナル工場殊二手工業ノ工場ヨリ出ルトコロ
　ノ品物ハ、今尚ホ不統一不揃、ソレガ為メニ海外ノ競争場裡二立ツテ十分ニマダ日本品タル声誉ヲ発揚ス
　ルコトガ出来ナイ」でいる、それゆえ「大工場ノ生産物ト並立ツテ恥チザルマデニ精選シタ品物ヲ海外二
　出スベク同業者ノ自治二依ル検査ヲー層確的二且ツ公平ニナラシメン」（『37帝国議会衆議院議事速記録』
　786頁）として、「小ナル工場」としている。
18）　この品目については1916年農商務省告示第90号および1917、18年の同告示（第48号および240、333号）
　で指定されている。その数は54品目に及んでいるが、内容は織物類をはじめとして魚貝類、柑橘類、花
　莚、真田等の伝統的工芸品およびブラシ、セルロイド製、石鹸といった新たな雑貨品などであった（『重
　要物産同業組合法令』参照）。
19）　たとえば、花麺は前述検査規則により国営検査へ、輸出羽二重についても、その主産地の一つである福
　井県では1909年に県営検査へと変わっている。ただし、わが国の輸出の大宗であった生糸は、1895（明治
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　28）年生糸検査所法に基づき、主に横浜の国営検査所が機能していた。
20）　輸出燐寸取締規則（農商務省令第24号）第1条中より引用。なお、各取締規則とその位置づけについて
　は、『商工政策史』第6巻　貿易（下）　15～19頁参照。
21）　1916年第23回商業会議所聯合会からの政府建議、「重要輸出品検査制度設置二関スル要件」における検
　査機関に関する叙述では、「検査ハ政府直接二之ヲ行フヲ要ス、但地方庁又ハ同業組合二行フ検査ニシテ
　適当ナルモノハ、此限リニアラサルコト」としている。該建議は重要物産同業組合法改正法律公布の後に
　出されているので、該改正法律案作成とは無関係ではあるが、組合検査の有効性を認めている点は確認で
　きる。なお、同建議において、燐寸、莫大小、綿ネル等28品目の検査が必要であるとされているが、後の
　取締規則制定に生かされたと思われる（「第23回商業会議所聯合会報告」16～18頁　前掲『商業会議所資
　料』所収）。
22）商第8999号次官通牒、「重要物産同業組合及同聯合会ノ取扱二関スル件」は、1909年「内訓」が整理さ
　れて叙述されている（農商務省工務局『同業組合及重要輸出品取締関係法規』23～27頁参照）。
23）三和良一「日本のカルテル」174頁（宮本又次、中川敬一郎監修『日本の企業と国家　日本経営史講座
　4』日本経済新聞社　1976年　所収）。
24）　1921年商第6664号（埼玉県行政文書「大1267－14」）。
25）　『50帝国議会衆議院議事速記録』168～169頁。
26）　かつて『最新重要物産同業組合法精義』（前掲）の著者は、「同業組合の如きも必ず他日トラストと迄は
　行かずとも、企業聯合即ちカーテルの如く組合が積極的態度を以て、或は生産制限を行ひ又は価格の一定
　を計ることの出来る時期が必ず到来するであらうと思ふ。又近き将来に於ける問題としては現今の消極的
　事業の他に積極的事業を行ふことを得る様に法律を改正し、場合に依りては産業組合の事業の一部たる共
　同購入、又は共同販売をも兼ね行はしめたならば、同業組合をして更に一新生面を開かしめ得るであらう」
　　（4～5頁傍点は引用老）と述べていた。ここでの「積極的」は、統制と共同事業という2様の意味を
　含意している。
27）1925年商工省告示第6号によると22品目が指定され、その主要なものとして、織物、硝子、陶磁器、セ
　ルロイド、真田、帽子等があった。
28）　重要輸出品工業組合法第8条では、「営業上ノ弊害ヲ矯正スル為特二必要ト認ムルトキハ、行政官庁ハ
　命令ノ定ムル所二依リ、工業組合ノ組合員二非サル者ニシテ其ノ組合ノ地区内二於テ組合員タル資格ヲ有
　スルモノヲシテ、其ノ組合ノ定ムル取締又ハ制限二依ラシムルコトヲ得」（輸出組合法では第9条が同趣
　旨）とされている。
29）　『50帝国議会衆議院議事速記録』169頁。
30）ただし、「…実ハ、…何力出来ルト云フト直グニ低利資金ヲ融通シテ呉レダノ云フヤウナ運動ガ起ル、
　…先ヅ其成ルベク自立自営デヤラセル」とも述べており、過大評価は許されない。なお、法文中では抽象
　的にしか記されていないが、質疑応答のなかで、両組合が「販売価格ノ統一」、製造高制限を行ないうる
　ことが明らかにされている（『50帝国議会貴族院委員会議録』49～55、65～75頁）。
31）　有澤廣巳『日本工業統制論』（有斐閣　1937年）67～80頁参照。もちろん、だからといって同業組合が
　現実の政策中から直ちに放棄されたわけではないが、出発点たる輸出振興さえも、共同事業をなし得る輸
　出組合や工業組合の所轄に置き換えられた。なお、三土次官は前述委員会（注17）において、場合によっ
　ては「重要物産同業組合が解体スルコトガ出来ヤウト思ヒマス、併シ解体シテモ、此方ノ．方ガヨリ良クナ
　ルモノデアリマスカラ、致シ方ナイト思フ」（前掲72頁）と言い切っている。
32）　この調査結果は「工局569号」（1924年3月24日付）工務局長からの工業関係の同業組合調査依頼に添付
　されたものである。そもそも今回の調査は、「中小工業二関スル団体法制ノ調査考究」の参考とするため
　のものであり、1925年重要輸出品工業組合法とはおおいに関係していた（埼玉県行政文書「大1613－21」
　参照）。
33）　労働者取り締まりについては前掲の1909年『内訓』、共同事業については同法の第6条における「営利
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　事業」の禁止が、それぞれ微妙な関係にある。なお労働者の取り締まりについては西陣織物同業組合や尾
　西織物同業組合の定款にもあり、別の機会に触れておいた（前掲拙稿84頁）。
34）　それに該当する同業組合は、所沢織物、所沢飛白、川口鋳物、埼玉織物、秩父絹織物、埼玉県小川製
　紙、武州本場絹織物、武蔵絹織物、行田足袋、大里絹織物の各同業組合であり、1923年現在で織物関係同
　業組合は県下に11組合であったから、6割以上の織物関係同業組合が産業組合を随伴していたことになる
　　（前掲　埼玉県行政文書「大1613－21」）。
35）　農商務省工務局『織物及莫大小に関する調査』（1925）によると、出機屋とは「自ら機台を有せず単に
　整経機を具へ整経して経玉となし、之を自ら其の華客先なる数軒乃至二、三十軒の農家に配布し、又は玉
　　　　　　　　　ママ　背負ひと称する専問周旋業者をして配布せしめ、織賃を払ひて製織せしめ、其の製品を集めて之を東京の
　織物問屋に販売したるもの」（39頁）とされている。
36）　前掲『織物及莫大小に関する調査』1925年　47～51頁参照。
37）　埼玉県行政文書「明3604－12」（「北足・浦和町埼玉織物同業組合設置ノ件商工局長へ回答」）参照。な
　お1905年非常特別税法として織物一般に消費税が課せられるが（1910年以降は織物消費税法）、その納付
　徴収事務は同業組合の仕事となり、一定の交付金が交付されるようになる。
38）　これは設備の不備と東京問屋の反対にあったためのようである（前掲『綿物及莫大小に関する調査』47
　頁）。
39）　前掲「大1613－21」
40）紡績業は寡占化に加えて、該業界のカルテル組織である大日本紡績聯合会（1902年紡績聯合会より改
　称）により、1920年までに9回もの操短を行なってきた。問題の第1次大戦期も53ケ月中30ケ月もの操短
　がなされ、綿糸相場の高騰が続いた（前掲高村論文　68～69頁参照）。
41）　東京税務監督局『織物に関する経済調査』（1930年）によると、同地域における綿織物の原価構成は、
　原料代71．8パーセント、工賃21．8パーセント、営業費3．45パーセント、純益2．95パーセソトであり、原料
　糸価格構成比率が圧倒的である。また、営業費内訳では、その約40パーセソトが利子割引料であり、借入
　金利率の高低がこの費用の多寡にとって決定的といえる。さらに、卸売市価と小売市価を較べると後者は
　前者の5割内外の差を有しており、流通経費がいかに大きいかが理解しうるのである（559～562頁参照）。
42）　この組合は埼玉織物同業組合ほかの同業組合が共同して設立したもので、「製品ノ大量取引ト原料ノ共
　同購入」を目的としていた（前掲「大1613－21」）。
43）　前掲『織物に関する経済調査』550頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（博士後期課程53入学）
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